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議案第  ３  号  

 

 

   住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理等に関する条例の制定について  

 住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理等

に関する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２４年２月１６日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行により、一定の

外国人が住民基本台帳法の適用を受けることとなることに伴い、

関係する条例について整理等を行うためである。  



   住民基本台帳法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理等に関する条例  

 （流山市農業災害による農業経営維持安定資金利子補給条例の一部改

正）  

第１条  流山市農業災害による農業経営維持安定資金利子補給条例（昭

和４１年流山市条例第８号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第２号中｢、又は外国人登録原票に登録され｣を削る。  

 （流山市敬老祝金支給条例の一部改正）  

第２条  流山市敬老祝金支給条例（昭和５０年流山市条例第１５号）の

一部を次のように改正する。  

  第２条第２号中｢又は外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）に

基づく登録」を削る。  

 （流山市心身障害者福祉作業所の設置及び管理に関する条例の一部改

正）  

第３条  流山市心身障害者福祉作業所の設置及び管理に関する条例（昭

和５３年流山市条例第３５号）の一部を次のように改正する。  

  第９条中「、又は外国人登録原票に登録され」を削る。  

 （流山市遺児等手当支給条例の一部改正）  

第４条  流山市遺児等手当支給条例（昭和５６年流山市条例第８号）の

一部を次のように改正する。  

  第３条第１号及び第４条中「、又は外国人登録原票に登録され」を

削る。  

 （流山市印鑑条例の一部改正）  

第５条  流山市印鑑条例（昭和５６年流山市条例第２５号）の一部を次

のように改正する。  

  第２条第１項中「次の各号のいずれかに該当するもの」を「住民基

本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき、本市の住民基本台帳

に記録されている者」に改め、同項各号を削る。  

  第５条第２項第３号中「氏名」の次に「（外国人住民（住民基本台

帳法第３０条の４５の外国人住民をいう。以下同じ。）の住民票に通

称（住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第３０条の

２６第１項の通称をいう。以下同じ。）が記録されている場合にあっ

ては、氏名及び通称）」を加え、同項に次の１号を加える。  



 （６）外国人住民のうち、非漢字圏の外国人住民が住民票の備考欄に

記録されている氏名のカタカナ表記又はその一部を組み合わせた

もので表されている印鑑により登録を受けようとする場合におい

ては、当該氏名のカタカナ表記  

  第６条第２項第１号中「又は外国人登録原票に記録又は登録され」

を「に記録され」に、「若しくは名又は氏名」を「、名若しくは通称

又は氏名若しくは通称」に改め、同項第２号中「氏名」の次に「又は

通称」を加え、同条に次の１項を加える。  

 ３  市長は、前項第１号及び第２号の規定にかかわらず、外国人住民

のうち、非漢字圏の外国人住民が住民票の備考欄に記録されている

氏名のカタカナ表記又はその一部を組み合わせたもので表されてい

る印鑑により登録を受けようとする場合においては、当該印鑑を登

録することができる。  

  第１０条中「若しくは」を「又は」に改め、「又は外国人登録法に

基づく申請により外国人登録原票の登録事項を変更した場合」及び「又

は変更」を削る。  

  第１２条の見出し中「まっ消」を「抹消」に改め、同条第１項中「ま

っ消する」を「抹消する」に改め、同条第２項中「まっ消する」を「抹

消する」に改め、「、又は外国人登録原票が他の市町村に送付され、

若しくは閉鎖され」を削り、「又は名を変更したため」を「若しくは

名（外国人住民にあっては、通称又は氏名のカタカナ表記を含む。）

の変更（登録されている印影を変更する必要のない場合を除く。）又

は外国人住民にあっては住民基本台帳法第３０条の４５の表の上欄に

掲げる者ではなくなったこと（日本の国籍を取得した場合を除く。）

により、」に、「まっ消すべき」を「抹消すべき」に改め、同条第３

項中「まっ消したときは、印鑑登録まっ消通知書により当該まっ消」

を「抹消したときは、印鑑登録抹消通知書により当該抹消」に改める。  

  第１４条第１項第１号中「氏名」の次に「（外国人住民に係る住民

票に通称が記録されている場合にあっては、氏名及び通称）」を加え、

同項に次の１号を加える。  

 （４）外国人住民のうち、非漢字圏の外国人住民が住民票の備考欄に

記録されている氏名のカタカナ表記又はその一部を組み合わせた

も の で 表 さ れ て い る 印 鑑 に よ り 登 録 を 受 け て い る 場 合 に あ っ て



は、当該氏名のカタカナ表記  

 （流山市児童育成手当支給条例の一部改正）  

第６条  流山市児童育成手当支給条例（昭和５７年流山市条例第９号）

の一部を次のように改正する。  

  第４条第１項中「、又は外国人登録原票に登録され」及び「又は外

国人登録原票への登録」を削る。  

 （流山市流行性耳下腺炎予防接種条例の一部改正）  

第７条  流山市流行性耳下腺炎予防接種条例（昭和５９年流山市条例第

２７号）の一部を次のように改正する。  

  第３条第１号中｢、又は外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）

に基づく外国人登録原票に登録され」を削る。  

 （流山市入学準備金貸付条例の一部改正）  

第８条  流山市入学準備金貸付条例（平成１１年流山市条例第９号）の

一部を次のように改正する。  

  第３条第１号中「又は外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）」

及び「又は登録」を削る。  

 （流山市障害者就労支援センターの設置及び管理に関する条例の一部

改正）  

第９条  流 山 市 障 害 者 就 労 支 援 セ ン タ ー の 設 置 及 び 管 理 に 関 す る 条 例

（平成１６年流山市条例第７号）の一部を次のように改正する。  

  第５条第１号中｢、又は外国人登録原票に登録され｣を削る。  

 （流山市福祉手当の支給に関する条例の一部改正）  

第１０条  流山市福祉手当の支給に関する条例（平成１９年流山市条例

第４４号）の一部を次のように改正する。  

  第４条中「、又は外国人登録原票に登録され」を削る。  

 （流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条例

の一部改正）  

第１１条  流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関す

る条例（平成１９年流山市条例第４５号）の一部を次のように改正す

る。  

  第４条第１項第１号中｢、又は外国人登録原票に登録され」を削る。 

 （流山市自治基本条例の一部改正）  

第１２条  流山市自治基本条例（平成２１年流山市条例第１号）の一部



を次のように改正する。  

  第３条第１号中「又は外国人登録原票に記載され」を削る。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２４年７月９日から施行する。  

 （流山市印鑑条例の一部改正に伴う経過措置）  

２  第５条の規定による改正前の流山市印鑑条例（以下「改正前印鑑条

例」という。）の規定により印鑑の登録を受けている改正前印鑑条例

第２条第２号に掲げる者（以下「改正前印鑑登録外国人」という。）

のうち、住民基本台帳法の一部を改正する法律（平成２１年法律 第

７７号。）による改正後の住民基本台帳法（以下「改正後の住民基本

台帳法」という。）の規定により住民票に記載されることとなる改正

後の住民基本台帳法第３０条の４５の外国人住民以外のもの（以下「印

鑑登録抹消対象外国人」という。）に係る印鑑の登録については、こ

の条例の施行の日（以下「施行日」という。）において、職権で抹消

するものとする。この場合においては、印鑑登録抹消対象外国人に対

し、当該印鑑の登録が抹消されたことを通知するものとする。  

３  改正後の住民基本台帳法の規定による住民票への移行に伴い、改正

前印鑑登録外国人であって印鑑登録抹消対象外国人以外のものの印鑑

の登録事項について変更が生じる場合は、当該登録事項について施行

日において、職権で印鑑登録原票を修正するものとする。  



議案第  ４  号  
 
 
   専決処分の承認を求めることについて  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  
平成２４年２月１６日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由  地方税法の一部を改正する法律が平成２３年１２月１４日に

公布され、同日をもって施行されたことに伴い、平成２４年１

月１日を賦課期日とする平成２４年度の個人の市民税の賦課に

ついて特に緊急を要したため、平成２３年１２月２８日付けで

専決処分したので、その承認を求めるためである。  



専  決  処  分  書  
 

 流山市税条例の一部を改正する条例の制定について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分する。  
  平成２３年１２月２８日  
                 流山市長   井  崎  義  治  



   流山市税条例の一部を改正する条例  
 流山市税条例（昭和２６年流山市条例第８号）の一部を次のように改

正する。  
附則第１９条第１項中「この条において」を「この項において」に、

「）については」を「）がある場合には、特例損失金額（同条第３項に

規定する災害関連支出がある場合には、第３項に規定する申告書の提出

の日の前日までに支出したものに限る。以下この項及び次項において「損

失対象金額」という。）について」に、「当該特例損失金額」を「当該

損失対象金額」に改め、「平成２４年度以後の年度分」の次に「で当該

損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分」を加え、「平

成２３年」を「当該損失対象金額が生じた年」に改め、同条第２項を削

り、同条第３項中「第１項前段」を「前項前段」に、「特例損失金額」

を「損失対象金額」に、「この条において」を「この項において」に、

「平成２３年」を「当該親族資産損失額が生じた年」に改め、同項を同

条第２項とし、同条中第４項を削り、第５項を第３項とする。  
   附  則  
 この条例は、公布の日から施行する。  



 

議案第  ５  号  

 

 

   流山市税条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２４年２月１６日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災

のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関

する法律等の施行に伴い市民税の均等割の特例等を定めるほか、

所要の改正を行うためである。  



 

流山市税条例の一部を改正する条例  

（流山市税条例の一部改正）  

第１条  流山市税条例（昭和２６年流山市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。  

附則第１１条の２中「２ ,９１０円」を「２，１９０円」に改める。  

第２条  流山市税条例の一部を次のように改正する。  

第８５条中「４ ,６１８円」を「５，２６２円」に改める。  

附則第３条の４を次のように改める。  

（寄附金税額控除における特例控除額の特例）  

第３条の４  第３３条の７の規定の適用を受ける市民税の所得割の納

税義務者が、法第３１４条の７第２項第２号若しくは第３号に掲げ

る場合に該当する場合又は第３３条の３第２項に規定する課税総所

得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有しない場合で

あって、当該納税義務者の前年中の所得について、附則第１１条の

３第１項、附則第１１条の４第１項、附則第１２条第１項、附則第

１３条第１項、附則第１４条第１項又は附則第１４条の７第１項の

規定の適用を受けるときは、第３３条の７第２項に規定する特例控

除額は、同項の規定にかかわらず、法附則第５条の５第２項に定め

るところにより計算した金額とする。  

附則第５条を次のように改める。  

第５条  削除  

附則第１１条の２中「２，１９０円」を「２ ,４９５円」に改める。 

附則第１１条の３第３項第２号中「、附則第３条の３の２第１項及

び附則第３条の４」を「及び附則第３条の３の２第１項」に、「、同

条第２項及び附則第３条の４」を「及び同条第２項」に改める。  

附則第１１条の４第３項第２号中「、附則第３条の３の２第１項及

び附則第３条の４」を「及び附則第３条の３の２第１項」に、「、同

条第２項及び附則第３条の４」を「及び同条第２項」に改める。  

附則第１２条第３項第２号中「、附則第３条の３の２第１項及び附

則第３条の４」を「及び附則第３条の３の２第１項」に、「、同条第

２項及び附則第３条の４」を「及び同条第２項」に改める。  

附則第１３条第５項第２号中「、附則第３条の３の２第１項及び附

則第３条の４」を「及び附則第３条の３の２第１項」に、「、同条第



 

２項及び附則第３条の４」を「及び同条第２項」に改める。  

附則第１４条第２項第２号中「、附則第３条の３の２第１項及び附

則第３条の４」を「及び附則第３条の３の２第１項」に、「、同条第

２項及び附則第３条の４」を「及び同条第２項」に改める。  

附則第１４条の７第２項第２号中「、附則第３条の３の２第１項及

び附則第３条の４」を「及び附則第３条の３の２第１項」に、「、同

条第２項及び附則第３条の４」を「及び同条第２項」に改める。  

附則第１４条の７の３第２項第２号中「、附則第３条の３の２第１

項 及 び 附 則 第 ３ 条 の ４ 」 を 「 及 び 附 則 第 ３ 条 の ３ の ２ 第 １ 項 」 に 、

「、同条第２項及び附則第３条の４」を「及び同条第２項」に改め、

同条第５項第２号中「、附則第３条の３の２第１項及び附則第３条の

４」を「及び附則第３条の３の２第１項」に、「、同条第２項及び附

則第３条の４」を「及び同条第２項」に改める。  

附則に次の１条を加える。  

（個人の市民税の税率の特例等）  

第２１条  平成２６年度から平成３５年度までの各年度分の個人の市

民税に限り、均等割の税率は、第３０条第１項の規定にかかわらず、

同項に規定する額に５００円を加算した額とする。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の流

山市税条例附則第１１条の２の規定は、平成２２年１０月１日以後に

課した、課すべきであった、又は課すべき市たばこ税について適用す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。  

（１）  第２条中流山市税条例附則第５条の改正規定  平成２５年１月

１日  

（２）  第２条中流山市税条例第８５条及び附則第１１条の２の改正規

定  平成２５年４月１日  

 （市民税に関する経過措置）  

２  平成２４年１２月３１日以前に支払うべき退職手当等（第２条の規

定による改正前の流山市税条例第４７条の２の２に規定する退職手当

等をいう。）に係る第２条の規定による改正前の流山市税条例附則第



 

５条第１項に規定する分離課税に係る所得については、なお従前の例

による。  

 （市たばこ税に関する経過措置）  

３  平成２５年４月１日前に課した、又は課すべきであった市たばこ税

については、なお従前の例による。  



議案第  ６  号  
 
 
   流山市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  
 流山市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  
  平成２４年２月１６日提出  

流山市長   井  崎  義  治  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由  浮き蓋付きの特定屋外タンク貯蔵所の設置に係る許可申請の

審査手数料を定めるためである。  



   流山市手数料条例の一部を改正する条例  

 流山市手数料条例（平成１２年流山市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。  

別表中  

「  

特 定 屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

（ 浮 き 屋 根 を 有 す る 特

定 屋 外 貯 蔵 タ ン ク の う

ち 総 務 省 令 で 定 め る 構

造 を 有 し な け れ ば な ら

な い 特 定 屋 外 タ ン ク に

係 る 特 定 屋 外 タ ン ク 貯

蔵所（以下この表におい

て「浮き屋根式特定屋外

タンク貯蔵所」という。）

及 び 岩 盤 タ ン ク に 係 る

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所 を 除

く。）  

 

 

 

 

 

 

 

浮 き 屋 根 式 特 定 屋 外 タ

ンク貯蔵所  

 

 

 

 

 

             」  



を  

「  

特 定 屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

（ 浮 き 屋 根 を 有 す る 特

定 屋 外 貯 蔵 タ ン ク の う

ち 総 務 省 令 で 定 め る 構

造 を 有 し な け れ ば な ら

な い 特 定 屋 外 タ ン ク に

係 る 特 定 屋 外 タ ン ク 貯

蔵所（以下この表におい

て「浮き屋根式特定屋外

タ ン ク 貯 蔵 所 」 と い

う。）、浮き蓋付きの特

定 屋 外 貯 蔵 タ ン ク の う

ち 総 務 省 令 で 定 め る も

の に 係 る 特 定 屋 外 タ ン

ク貯蔵所（以下この表に

おいて「浮き蓋付特定屋

外 タ ン ク 貯 蔵 所 」 と い

う。）及び岩盤タンクに

係 る 屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

を除く。）  

浮 き 屋 根 式 特 定 屋 外 タ

ン ク 貯 蔵 所 及 び 浮 き 蓋

付 特 定 屋 外 タ ン ク 貯 蔵

所  

 

 

 

             」  
に改める。  
   附  則  
 （施行期日）  



１  この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  
 （経過措置）  
２  この条例による改正後の流山市手数料条例の規定（浮き蓋付特定屋

外タンク貯蔵所の設置（位置、構造又は設備の変更を含む。以下同じ。）

の許可申請に係る手数料に係る部分に限る。）は、この条例の施行の日

以後の浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可申請について適用

し、同日前の浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可申請につい

ては、なお従前の例による。  



議案第  ７  号  
 
 
   千葉県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約の制定に関

する協議について  
 千葉県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約を別紙のとおり

制定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６

条第１項の規定により、関係地方公共団体と協議する。  
  平成２４年２月１６日提出  
                 流山市長   井  崎  義  治  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由  共同処理する事務の追加に係る千葉県市町村総合事務組合規

約の一部を改正することについて協議するためである。  



   千葉県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約  
 千葉県市町村総合事務組合規約（昭和３０年千葉県告示第４９６号）

の一部を次のように改正する。  
 別表第２第３条第１項第３号に掲げる事務の項及び第３条第１項第４

号に掲げる事務の項中「木更津市」を「木更津市  松戸市」に改め、同

表第３条第１項第１１号に掲げる事務の項中「館山市」を「銚子市  館

山市」に改める。  
   附  則  
 この規約は、平成２４年４月１日から施行する。  



議案第  １２  号  
 
 
   流山市教職員住宅設置及び管理に関する条例を廃止する条例の制

定について  
 流山市教職員住宅設置及び管理に関する条例を廃止する条例を別紙の

とおり制定する。  
  平成２４年２月１６日提出  

流山市長   井  崎  義  治    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由  流山市教職員住宅を廃止するためである。  



   流山市教職員住宅設置及び管理に関する条例を廃止する条例  
 流山市教職員住宅設置及び管理に関する条例（昭和４３年流山市条例

第４１号）は、廃止する。  
   附  則  
 この条例は、公布の日から施行する。  



議案第  １３  号  

 

 

   流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例の制定について  

 流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定する。  

  平成２４年２月１６日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保

健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支

援するための関係法律の整備に関する法律により児童福祉法の

一部が改正されたことにより、障害児通所施設の利用資格等に

ついて所要の改正をするためである。  



 

流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例  

 流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例（昭和５２年流山市条例

第２１号）の一部を次のように改正する。  

 第１７条から第１９条の２までを次のように改める。  

 （名称及び収容定員）  

第１７条  障害児通所施設（以下「通所施設」という。）の名称及び収

容定員は、次のとおりとする。  

名称  収容定員  

流山市立つばさ学園  ３０人  

流山市立児童デイつばさ  １０人  

（目的及び業務）  

第１８条  通所施設は、知的障害児その他の障害児の保護及び指導のた

め、次の各号に掲げる業務（流山市立児童デイつばさについては、第

４号から第６号までを除く。）を行うものとする。  

（１）療育知識の普及及び啓発に関すること。  

（２）日常動作の訓練に関すること。  

（３）知識技能の付与に関すること。  

（４）集団指導に関すること。  

（５）療育相談に関すること。  

（６）保育所等への巡回相談及び指導に関すること。  

（７）その他目的の達成のために必要な事項に関すること。  

（利用資格者）  

第１９条  通所施設を利用することができる者は、次の各号に掲げる施

設の区分に応じ、当該各号に定める者とする。  

（１）流山市立つばさ学園  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。

以下この条及び次条において「法」という。）第２１条の５の５第

１項の規定により障害児通所給付費の支給の決定を受けた保護者

（ 以 下 「 通 所 給 付 決 定 保 護 者 」 と い う 。 ） の 障 害 児 と す る 。  

（２）流山市立児童デイつばさ  通所給付決定保護者の障害児（小学校

就学前の者に限る。）とする。  

（利用料）  



第１９条の２  通所施設を利用しようとする者は、当該利用に係る料金

（次項において「利用料」という。）を支払わなければならない。  

２  前項の利用料の額は、法第２１条の５の３第２項第２号の政令で定

める額とする。  

   附  則  

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  



議案第  １４  号  
 
 
   流山市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について  
 流山市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

平成２４年２月１６日提出  
                 流山市長   井  崎  義  治    
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
提案理由  第１号被保険者に係る平成２４年度から平成２６年度までの

介護保険料の額を定めるためである。  
   



流山市介護保険条例の一部を改正する条例  
 流山市介護保険条例（平成１２年流山市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。  
第 ４ 条 中 「 平 成 ２ １ 年 度 か ら 平 成 ２ ３ 年 度 ま で 」 を 「 平 成 ２ ４ 年 度  

か ら 平成 ２ ６ 年 度 ま で 」に 改 め 、 同 条 第 １号 中 「 １ ２ ， ７ ００ 円 」 を  
「 １ ６ ， ５ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ２ 号 中 「 ２ １ ， ３ ０ ０ 円 」 を  
「 ２ ２ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ３ 号 中 「 ２ ９ ， ８ ０ ０ 円 」 を  
「 ３ ８ ， ５ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ４ 号 中 「 ４ ２ ， ６ ０ ０ 円 」 を  
「 ５ ５ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ５ 号 中 「 ４ ８ ， ９ ０ ０ 円 」 を  
「 ６ ６ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ６ 号 中 「 ５ ３ ， ２ ０ ０ 円 」 を  
「 ７ １ ， ５ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ７ 号 中 「 ６ ３ ， ９ ０ ０ 円 」 を  
「 ８ ２ ， ５ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ８ 号 中 「 ６ ８ ， １ ０ ０ 円 」 を  
「 ８ ８ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 ９ 号 中 「 ７ ０ ， ２ ０ ０ 円 」 を  
「 ９ ３ ， ５ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 １ ０ 号 中 「 ７ ２ ， ４ ０ ０ 円 」 を  
「 ９ ９ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 条 第 １ １ 号 中 「 ８ ５ ， ２ ０ ０ 円 」 を  
「 １ １ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め る 。 

附  則  
（施行期日）  

第１条  この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  
（経過措置）  

第 ２ 条  こ の 条 例 に よ る改 正 後 の 流 山 市 介護 保 険 条 例 の 規 定は 、 平 成  
２４年度以後の年度分の保険料について適用し、平成２３年度分まで

の保険料については、なお従前の例による。  
（平成２４年度から平成２６年度までにおける保険料の特例）  

第３条  令附則第１６条第１項及び第２項（これらの規定を同条第３項

及び第４項において準用する場合を含む。）に規定する第１号被保険者

の平成２４年度から平成２６年度までの保険料は、第４条第３号の規

定にかかわらず、３３，０００円とする。  
第４条  令附則第１７条第１項及び第２項（これらの規定を同条第３項

及び第４項において準用する場合を含む。）に規定する第１号被保険者

の平成２４年度から平成２６年度までの保険料は、第４条第４号の規

定にかかわらず、４９，５００円とする。  
 



議案第  １７  号  

 

 

   流山市自転車駐車場条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市自転車駐車場条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。  

  平成２４年２月１６日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  鰭ヶ崎駅第１自転車駐車場を廃止し、鰭ヶ崎駅第２自転車駐

車場の名称を変更するためである。  



流山市自転車駐車場条例の一部を改正する条例  

 流山市自転車駐車場条例（平成２０年流山市条例第１７号）の一部を

次のように改正する。  

別表第１中  

「  

鰭ヶ崎駅第１自転車駐車場  

流山市鰭ヶ崎１２９５番地の２ 

３，０００  １，５００  ６，０００  

鰭ヶ崎駅第２自転車駐車場  

流山市鰭ヶ崎１４４０番地の１ 

３，０００  １，５００  ６，０００  

                                」 

を  

「  

鰭ヶ崎駅自転車駐車場  

流山市鰭ケ崎１４４０番地の１ 

３，０００  １，５００  ６，０００  

                                」 

に改める。  

   附  則  

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  



 

議案第  １８  号  

 

 

流山市空き地の雑草等の除去に関する条例の制定について  

流山市空き地の雑草等の除去に関する条例を別紙のとおり制定する。  

平成２４年２月１６日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  市内の空き地の雑草等の除去に関し必要な事項を定め、空き

地の管理の適正化を図り、もって市民の良好な生活環境の保全

を確保するためである。  



 

 

 

流山市空き地の雑草等の除去に関する条例  

（目的）  

第１条  この条例は、市内に存する空き地の雑草等の除去に関し必要な

事項を定めることにより、病害虫の発生又はごみの不法投棄を未然に

防止し、もって市民の良好な生活環境の保全を確保することを目的と

する。  

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。  

（１）空き地  宅地化された土地又は住宅地に隣接する土地で、現に所

有者等が使用していない土地の部分をいう。ただし、農地法（昭和

２７年法律第２２９号）第２条第１項の農地を除く。  

（２）雑草等  青草、枯れ草又はかん木をいう。  

（３）所有者等  所有者、管理者又は占有者をいう。  

（４）管理不良状態  雑 草 等 が 繁 茂 し 、 又 は 放 置 さ れ て い る 状 態 を い 

う。  

（所有者等の責務）  

第３条  空き地の所有者等は、当該空き地が管理不良状態にならないよ

う適正に管理しなければならない。  

（指導又は助言）  

第４条  市長は、空き地が管理不良状態であると認めるときは、当該空

き地の所有者等に対し、雑草等の除去に必要な措置をとるよう指導又

は助言をすることができる。  

（勧告）  

第５条  市長は、前条の規定により指導を受けた空き地の所有者等が、

当該空き地の雑草等の除去を行わず、管理不良状態が継続していると

認めるときは、当該所有者等に対し、期限を定めて、雑草等の除去に

必要な措置をとるよう勧告することができる。  

（命令）  

第６条  市長は、前条の規定により勧告を受けた所有者等が正当な理由

がなくこれに従わず、かつ、管理不良状態が継続していると認めると

きは、当該所有者等に対し、期限を定めて雑草等の除去に必要な措置

をとるよう命ずることができる。ただし、緊急を要する場合には、第



 

 

 

４条及び前条の手続を省略することができる。  

（代執行）   

第７条  市長は、前条の規定により命令を受けた所有者等がこれに従わ

ず、かつ、管理不良状態が継続していると認めるときは、行政代執行

法（昭和２３年法律第４３号）の定めるところに従い、自ら当該所有

者等のなすべき行為をなし、又は第三者をしてこれをなさしめること

ができる。この場合においては、その費用を当該所有者等から徴収す

るものとする。  

（立入調査）  

第８条  市長は、指導、勧告、命令又は代執行を行うため必要があると

認めるときは、必要な限度において、その職員に他人の土地に立ち入

り、調査させることができる。  

２  前項の土地の所有者等は、同項の規定による立入りを拒み、又は妨

げてはならない。  

３  第１項の規定により立入調査を行う職員は、その身分を示す証明書

を携行し、土地の所有者等の請求があったときは、これを提示しなけ

ればならない。  

（委任）  

第９条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

附  則  

この条例は、平成２４年７月１日から施行する。  
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提案理由  都市計画及び街づくりにおける市民参加及び協働の街づくり

を推進するために必要な事項等を定め、良質で魅力的な街づく

りを実現し、もって市民の福祉の向上に寄与するためである。  



   流山市街づくり条例  

目次  

 第１章  総則（第１条－第４条）  

 第２章  計画（第５条・第６条）  

 第３章  市民等による街づくり  

  第１節  街づくり提案（第７条・第８条）  

  第２節  地区街づくり計画（第９条－第１６条）  

 第４章  都市計画提案及び地区計画等の手続  

  第１節  都市計画提案制度（第１７条－第１９条）  

  第２節  地区計画等の手続（第２０条－第２３条）  

  第３節  建築協定（第２４条・第２５条）  

 第５章  大規模土地取引行為の届出及び大規模土地開発行為の手続  

  第１節  大規模土地取引行為の届出（第２６条・第２７条）  

  第２節  大規模土地開発行為の手続（第２８条－第３４条）  

 第６章  流山市街づくり委員会（第３５条－第４９条）  

 第７章  雑則（第５０条－第５８条）  

 附則  

   第１章  総則  

 （目的）  

第１条  この条例は、流山市自治基本条例（平成２１年流山市条例第１

号）の基本理念にのっとり、都市計画及び街づくりにおける市民参加

及び協働の街づくりを推進するため必要な事項を定めるとともに、都

市計画法（昭和４３年法律第１００号）の規定に基づく都市計画の手

続及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の規定に基づく建築

協定の手続を定めることにより、良質で魅力的な街づくりを実現し、

もって市民の福祉の向上に寄与することを目的とする。  

 （定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。  

（１）街づくり  道路、公園、緑地、河川、水路その他の公共施設の整

備又は土地開発行為の規制若しくは誘導をいう。  

（２）土地所有者等  土地の所有権又は建築物等（都市計画法第５条の

２の建築物等をいう。以下同じ。）の所有を目的とする対抗要件を



備えた地上権若しくは賃借権（臨時設備その他一時使用のため設定

されたことが明らかなものを除く。以下「借地権」という。）を有

する者をいう。  

（ ３ ）土 地 開 発 行 為  都市 計 画 法 第 ４ 条 第１ ２ 項 に 規 定 す る開 発 行 為

（以下「開発行為」という。）、建築基準法第２条第１３号に規定す

る建築、土地の利用を変更する行為（開発行為を除く。）その他規

則で定める行為をいう。  

（４）土地開発区域  土地開発行為を行う区域をいう。  

（５）土地開発行為者  土地開発行為を行う者をいう。  

（６）地区街づくり計画  土地利用、建築物の建築形態、公共施設その

他の施設の配置等からみて、一体としてそれぞれの地区の特性にふ

さわしい態様を備えた良好な環境を整備し、開発し、及び保全する

ための計画として第１３条の規定により市長の認定を受けたものを

いう。  

２  前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語の意義

は、都市計画法、建築基準法及び流山市自治基本条例の例による。  

 （街づくりの基本的理念）  

第３条  街づくりは、市民等、土地所有者等、土地開発行為者及び市の

相互の信頼、理解及び協力のもとに実現するものとする。  

２  市民等、土地所有者等、土地開発行為者は、土地及び都市空間の持

つ公共性を自覚し土地、建築物等を利用するとともに、街づくりを推

進するものとする。  

 （責務）  

第４条  市長は、この条例の目的を実現するため、市の総合計画に基づ

き街づくりに関する施策を実施しなければならない。  

２  市民等は、この条例の目的を実現するため、街づくりに関し、地域

の将来像を共有し、地域の配慮するべき事項を規定して計画を定める

等自らその実現に積極的に取り組むものとする。  

３  土地開発行為者は、土地開発行為を行うに当たり、市が実施する施

策に協力するとともに、当該土地開発行為が地域に与える影響に配慮

しなければならない。  

   第２章  計画  

 （街づくりの計画）  



第５条  街づくりの計画は、次に掲げる計画等とし、市長、市民等、土

地所有者等及び土地開発行為者は、当該計画等を遵守するものとする。  

（１）都市計画法第１８条の２第１項の基本方針  

（２）景観法（平成１６年法律第１１０号）第８条第１項の景観計画  

（３）都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第４条第１項の基本計画  

（４）流山市環境基本条例（平成１３年流山市条例第２２号）第８条第

１項の環境基本計画  

（５）地区街づくり計画  

（６）都市計画法第４条第９項の地区計画等（以下「地区計画等」とい

う。）  

（７）建築基準法第６９条の建築協定（以下「建築協定」という。）  

（８）前各号に掲げるもののほか、街づくりに関する計画、指針等のう

ち規則で定めるもの  

 （街づくりの計画の手続）  

第６条  市長は、前条各号に掲げる街づくりの計画（地区街づくり計画

及び建築協定を除く。）を策定し、又は改定するときは、市民等の意

見を求め、これを反映するよう努めなければならない。  

２  市長は、前条各号に掲げる街づくりの計画を策定し、又は改定した

ときは、速やかに、これを公表しなければならない。  

   第３章  市民等による街づくり  

    第１節  街づくり提案  

 （街づくり提案）  

第７条  市民等は、街づくりに関し、第５条各号に掲げる街づくりの計

画（地区街づくり計画、地区計画等及び建築協定を除く。）について、

規則で定めるところにより市長に提案することができる。  

 （街づくり提案の審査）  

第 ８ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 提 案 （ 以 下 「 街 づ く り 提案 」 と い

う。）があったときは、その採否を決定するに当たって、あらかじめ

第３５条の流山市街づくり委員会の意見を聴かなければならない。  

２  市長は、街づくり提案についての採否の判断をしたときは、当該街

づくり提案をした者に、その検討結果及び採否の理由を通知するとと

もに、その内容を公表するものとする。  

３  市長は、街づくり提案を採用したときは、提案内容の周知に努める



とともに、提案の実現に必要な施策を講じるものとする。  

    第２節  地区街づくり計画  

 （地区街づくり計画）  

第９条  地区街づくり計画には、名称、位置、区域及び区域の面積を定

めるほか、次に掲げる事項を定めるものとする。  

（１）当該地区街づくり計画の目標  

（２）当該地区の整備、開発及び保全に関する方針  

（３）主として街区内の居住者等の利用に供される道路、公園、緑地、

広場その他の公共空地（以下「地区街づくり施設」という。）及び

建築物等の整備並びに土地の利用に関する計画（以下「地区街づく

り整備計画」という。）  

（４）当該地区の土地利用又は建築物等で特に配慮すべき事項  

２  地区街づくり整備計画には、次に掲げる事項のうち、地区街づくり

計画の目的を達成するため必要な事項を定めるものとする。  

（１）地区街づくり施設の配置及び規模  

（２）建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度若しくは最低

限度、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の敷地面積若しくは建

築面積の最低限度、壁面の位置の制限、壁面後退区域（壁面の位置

の制限として定められた限度の線と敷地境界線との間の土地の区域

をいう。）における工作物の設置の制限、建築物等の高さの最高限

度若しくは最低限度、建築物の階数の最高限度若しくは最低限度、

建築物等の形態若しくは色彩その他の意匠の制限、建築物の緑化率

（ 都市緑地法第３４条第２項 の緑化率をいう。）の最低限度又は

垣若しくはさくの構造  

（３）現に存する樹林地、草地等で良好な居住環境を確保するため必要

なものの保全又は活用に関する事項  

 （地区街づくり組織）  

第１０条  市長は、良質で魅力的な地区街づくり（一体的な街づくりを

する必要のある一団の土地における街づくりをいう。以下同じ。）を

推進することを目的とする市民等の団体で、その設立の目的がこの条

例の目的に則しており、次に掲げる要件を満たすものを地区街づくり

組織として認定することができる。  

（１）当該団体が地区街づくり計画の対象となる区域の住民又は土地所

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%94%aa%96%40%8e%b5%93%f1&REF_NAME=%93%73%8e%73%97%ce%92%6e%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%8e%6c%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003400000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003400000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003400000000002000000000000000000�


有者等（以下「地区住民等」という。）により構成され、地区住民

等の参加の機会が保障されていること。  

（２）当該団体の規約及び活動内容の定めがあること。  

２  前項の規定による認定を受けようとするものは、市長に申請しなけ

ればならない。  

３  市長は、必要があると認めるときは、地区街づくり組織に対し、そ

の活動の内容について報告又は説明を求めることができる。  

４  市長は、地区街づくり組織が、第１項各号の要件を満たさないと認

めるとき、地区街づくり組織がその規約に反していると認めるとき、

又は前項の報告をせず、若しくは説明に応じないときは、当該地区街

づくり組織の認定を取り消すことができる。  

５  市長は、第１項の規定による認定及び前項の規定による認定の取消

しを行う場合においては、第３５条の流山市街づくり委員会の意見を

聴くことができる。  

 （地区街づくり計画の認定申請）  

第１１条  地区街づくり組織は、その地区住民等を対象として説明会を

開催し意見の聴取を行い、かつ、その地区街づくりの対象となる区域

の土地所有者等の数の３分の２以上の同意（同意した者が所有する土

地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっている当該地区内

の土地の地積の合計が、当該地区内の土地の総地積と借地権の目的と

な っ て い る 土 地 の 総 地 積 と の 合 計 の ３ 分 の ２ 以 上 と な る 場 合 に 限

る。）を得た上で、規則に定めるところにより地区街づくり計画とし

ての認定を市長に申請することができる。  

 （地区街づくり計画の原案の縦覧）  

第１２条  市長は、前条の規定により地区街づくり計画の認定の申請が

あったときは、その旨を公告し、当該地区街づくり計画の原案を、当

該公告の翌日から起算して１４日間公衆の縦覧に供しなければならな

い。  

２  前項の規定による公告があったときは、地区街づくり計画の原案に

係る地区住民等は、同項の縦覧の期間満了の日までに、縦覧に供され

た地区街づくり計画の原案について、市長に意見書を提出することが

できる。  

 （地区街づくり計画の認定）  



第１３条  市長は、第１１条の規定による申請があった場合において、

前条第１項の縦覧が終了したときは、あらかじめ第３５条の流山市街

づくり委員会の意見を聴いた上、次に掲げる事項に照らし地区街づく

り計画として認定するかどうかを判断するものとする。  

（１）地区街づくり計画の原案の区域が適切であること。  

（２）地区街づくり計画の原案の対象とする区域に適用される第５条各

号に掲げる街づくりの計画と整合していること。  

（３）地区街づくり整備計画で定めることができる事項に照らし、適切

な内容となっていること。  

２  市長は、前項の規定により第３５条の流山市街づくり委員会に意見

を聴くときは、前条第２項の規定により提出された意見書の要旨を当

該流山市街づくり委員会に提出しなければならない。  

３  市長は、第 1 項の規定による判断をし、当該地区街づくり計画を認

定したときは、その旨を当該地区街づくり組織の代表者に通知しなけ

ればならない。  

４  市長は、第１項の規定による判断をし、当該地区街づくり計画を認

定しないときは、その旨及び当該判断の内容を当該地区街づくり組織

の代表者に通知しなければならない。  

５  市長は、地区街づくり計画を認定したときは、その旨を告示しなけ

ればならない。  

６  地区街づくり計画は、前項の規定による告示があった日から、その

効力を生じる。  

 （地区街づくり計画の変更）  

第１４条  前３条の規定は、地区街づくり計画の変更について準用する。  

 （土地開発行為の届出）  

第１５条  地区街づくり計画が認定された区域において、土地開発行為

を行おうとする者は、規則で定めるところにより、その旨を市長に届

け出なければならない。  

２  土地開発行為を行おうとする者は、前項の規定による届出を行おう

とするときは、あらかじめ当該地区街づくり計画に係る事項について、

地区街づくり組織と協議しなければならない。  

３  市長は、前項の規定による協議に関して必要と認めるときは、同項

の土地開発行為を行おうとする者に対し、当該地区街づくり計画に係



る事項について、指導又は助言を行うことができる。  

４  市長は、第２項の規定による協議の結果、当該土地開発行為が地区

街づくり計画に適合しない場合で必要があると認めるときは、同項の

土地開発行為を行おうとする者に対し、当該土地開発行為を地区街づ

くり計画に適合させるための措置をとるよう要請することができる。  

５  市長は、土地開発行為を行おうとする者が前項の規定による要請を

受け入れない場合において必要があると認めるときは、当該要請を受

け入れるよう勧告することができる。  

 （地区街づくり組織の設立の要請）  

第１６条  市長は、次に掲げる地区について、当該地区に居住する地区

住民等に対して地区街づくり組織を設立するよう理由を付して要請す

ることができる。  

（１）既に市街地として形成された地区で、地区街づくりが必要である

と認める地区  

（２）市街地が形成されつつある地区で、計画的な市街地として地区街

づくりが必要であると認める地区  

（３）その他市長が特に地区街づくりが必要であると認める地区  

   第４章  都市計画提案及び地区計画等の手続  

    第１節  都市計画提案制度  

 （都市計画提案団体の指定等）  

第１７条  都市計画法第２１条の２第２項に規定する条例で定める団体

は、第１０条第 1 項の規定による認定を受けた地区街づくり組織とす

る。  

 （都市計画の決定の提案手続等）  

第 １ ８条  都 市 計 画 法 第２ １ 条 の ２ 第 ３ 項の 計 画 提 案 （ 以 下「 計 画 提

案」という。）をしようとする者は、規則で定めるところにより提案

書を市長に提出しなければならない。  

２  計画提案の内容は、都市計画法第２１条の２第３項各号に規定する

事項及び第５条各号に掲げる街づくりの計画に適合するものでなけれ

ばならない。  

３  市長は、都市計画法第２１条の３の規定により、計画提案を踏まえ

た都市計画の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断したとき

は、その旨並びに当該計画提案及び当該計画提案を踏まえた都市計画



の決定又は変更をする必要があるかどうかの判断に係る市の見解書を

公表するとともに、当該見解書を当該計画提案に係る提案等を提出し

た者に通知しなければならない。  

 （審査基準）  

第１９条  市長は、計画提案については、法令の規定に基づく都市計画

に関する基準のほか、次に掲げる基準に基づき審査するものとする。  

（１）第５条各号に掲げる街づくりの計画に則していること。  

（２）計画提案の内容について、合理的な根拠があること。  

（３）計画提案に係る区域について、合理的な根拠があること。  

（４）計画提案に係る区域及び当該区域の周辺の住民等に対して説明会

を行い、十分な意見聴取を行っていること。  

（５）計画提案に係る区域の周辺環境等に配慮していること。  

（６）計画提案の内容が関係する条例、規則等に則していること（千葉

県が定めるものを含む。）。  

（７）計画提案の内容に関係する計画、方針等に則していること。  

（８）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める基準に則してい

ること。  

    第２節  地区計画等の手続  

 （地区計画等の申出）  

第２０条  住民又は利害関係人は、地区計画等に関する都市計画の決定

若しくは変更又は地区計画等の案の内容となるべき事項を申し出るこ

とができる。この場合においては、当該申出に係る地区計画等の素案

を添えなければならない。  

２  前項の規定による申出（以下「地区計画等申出」という。）は、次

に掲げる基準を満たし、かつ、規則で定めるところにより行うものと

する。  

（１）地 区 計 画 等 申 出 に 係 る 都 市 計 画 の 素 案 の 内 容 が 、 都 市 計 画 法 第 

１ ３ 条 そ の 他 の 法 令 の 規 定 に 基 づ く 都 市 計 画 に 関 す る 基 準 に 適 合 

するものであること。  

（２）地区計画等申出に係る都市計画の素案の対象となる土地（国又は

地方公共団体の所有している土地で公共施設の用に供されているも

のを除く。以下この号において同じ。）の区域内の土地所有者等の

５分の４以上の同意（同意した者が所有するその区域内の土地の地



積と同意した者が有する借地権の目的となっているその区域内の土

地の地積の合計が、その区域内の土地の総地積と借地権の目的とな

っ て い る 土 地 の 総 地 積 と の 合 計 の ５ 分 の ４ 以 上 と な る 場 合 に 限

る。）を得ていること。  

 （地区計画等申出に対する市の判断等）  

第２１条  市長は、前条第２項各号の規定に適合すると認める地区計画

等申出があったときは、遅滞なく、その案を作成しなければならない。  

 （地区計画等の原案の提示方法）  

第２２条  市長は、地区計画等の案を作成しようとするときは、あらか

じめ次の各号に掲げる事項を公告し、当該地区計画等の原案を当該公

告の日の翌日から起算して１４日間公衆の縦覧に供しなければならな

い。  

（１）地区計画等の原案のうち、種類、名称、位置及び区域  

（２）縦覧場所  

２  前項に規定するもののほか、市長は、地区計画等の案の作成につい

て必要があると認めるときは、説明会の開催その他必要な措置を講じ

るものとする。  

 （地区計画等の原案に対する意見の提出方法）  

第２３条  都市計画法第１６条第２項に規定する者は、前条第１項の規

定により縦覧に供された地区計画等の原案について意見を提出しよう

とするときは、縦覧の期間満了の日の翌日から起算して７日を経過す

る日までに、意見書を市長に提出しなければならない。  

    第３節  建築協定  

 （協定区域）  

第２４条  建築協定をすることができる区域は、住宅地の環境を保護し、

又は商店街の利便を維持増進するため必要と認める区域内で、市長が

告示して定める区域とする。  

 （協定事項）  

第２５条  前条の区域内において、建築基準法第６９条の土地の所有者

等は、当該権利の目的となっている土地について一定の区域を定め、

住宅地としての環境又は商店街としての利便を高度に維持増進し、か

つ、土地の環境を改善するため、その区域内における建築物の敷地、

位置、構造、用途、形態、意匠又は建築設備に関する基準についての



協定を定めることができる。  

   第５章  大規模土地取引行為の届出及び大規模土地開発行為の手

続  

    第１節  大規模土地取引行為の届出  

 （大規模土地取引行為の権利取得者の届出）  

第２６条  ３，０００平方メートル以上の一団の土地について、土地に

関する所有権、地上権若しくは賃借権又はこれらの権利の取得を目的

と す る 権 利 （ 以 下 「 土 地 に 関 す る 権 利 」 と い う 。） の 移 転 又 は 設 定

（対価を得て行われる移転又は設定に限る。以下同じ。）をする契約

（予約を含む。以下「大規模土地取引行為」という。）を行った場合

で、当事者のうち当該大規模土地取引行為により土地に関する権利の

移転又は設定を受けることとなる者（以下「権利取得者」という。）

は、その契約を締結した日から起算して１４日以内に、規則で定める

ところにより市長に届け出なければならない。  

２  市長は、前項の規定による届出があった場合は、第５条各号に掲げ

る街づくりの計画に照らし、当該届出をした者に対して当該届出に係

る事項について助言を行うことができる。  

３  市長は、第 1 項の規定による届出の概要を記載した台帳を整備し、

閲覧に供するものとする。  

 （大規模土地取引行為に係る標識の設置）  

第２７条  権利取得者は、前条第１項の規定による届出を行った日から

起算して７日以内に、当該届出に係る土地の区域内の見やすい場所に

規則で定めるところにより標識を設置しなければならない。ただし、

大規模土地取引行為が土地開発行為を目的としないものである場合は、

この限りでない。  

２  権利取得者は、前項の規定により標識を設置したときは、当該標識

を設置した日から起算して５日以内に市長に届け出なければならない。  

    第２節  大規模土地開発行為の手続  

 （大規模土地開発構想の届出等）  

第 ２ ８条  次 の 各 号 に 掲げ る 土 地 開 発 行 為 （ 以 下 「 大 規 模 土地 開 発 行

為」という。）を行おうとする者は、その着手前に当該大規模土地開

発行為に係る構想（以下「大規模土地開発構想」という。）を規則で

定めるところにより、市長に届け出なければならない。  



（１）流山市開発事業の許可基準等に関する条例（平成２２年流山市条

例第１４号。以下「開発条例」という。）第６条第１項の大規模開

発事業（開発条例第２条第１１号クの規定により同項の大規模開発

事業となるものを除く。）  

（２）土地開発区域の面積が１，０００平方メートル以上の資材置場を

設置する行為  

（３）土地開発区域の面積が１，０００平方メートル以上又は高さ１０

メ ー ト ル 以 上 の 路 外 駐 車 場 （ 駐 車 場 法 （ 昭 和 ３ ２ 年 法 律 第 １ ０ ６

号）第２条第２号の路外駐車場をいう。）を設置する行為  

２  前項の規定による届出を行う場合にあっては、第５条各号に掲げる

街づくりの計画に照らして講じる措置を記載した計画書（以下「街づ

くり計画書」という。）を添付しなければならない。  

３  第１ 項 の 規 定 に よ る届 出 を 行 っ た 者 （以 下 「 大 規 模 土 地開 発 行 為

者」という。）は、当該届出の日の翌日から起算して７日以内に土地

開発区域内の見やすい場所に、規則で定めるところにより、標識を設

置しなければならない。  

４  大規模土地開発行為者は、前項の規定により標識を設置したときは、

直ちにその旨を市長に届け出なければならない。  

 （大規模土地開発構想に関する助言又は指導）  

第２９条  市長は、前条第１項の規定により大規模土地開発構想の届出

があった場合においては、当該大規模土地開発構想を届け出た大規模

土地開発行為者に対し、第５条各号に掲げる街づくりの計画に照らし、

必要な助言又は指導を行うことができる。  

 （大規模土地開発行為の手続）  

第３０条  大規模土地開発行為者は、大規模土地開発行為に着手するに

当たっては、第３３条に規定する手続（第３４条の規定による申出が

ある場合にあっては第４５条の規定による勧告又は第４６条第１項若

しくは第２項の規定による調停の打切りの手続）が完了するまでの間、

開発条例第６条第１項の規定による届出をすることができない。  

 （大規模土地開発構想の公開等）  

第３１条  市長は、第２８条第１項の規定により届け出られた大規模土

地開発構想及び街づくり計画書を２１日間公衆の縦覧に供するものと

する。  



２  大規模土地開発行為者は、前項の縦覧の終了後において、速やかに

同項の大規模土地開発構想及び街づくり計画書について、次に掲げる

者（以下「近隣住民等」という。）に対し、説明会を開催しなければ

ならない。  

（１）建 築 を 伴 う 大 規 模 土 地 開 発 行 為 に あ っ て は 、 開 発 条 例 第 ２ 条 第 

１８号ア及びイに掲げる者  

（２）建築を伴わない大規模土地開発行為にあっては、次のいずれかに

該当する者をいう。  

  ア  土地開発区域に隣接する土地又は当該土地に存する建築物等の

所有者又は占有者  

  イ  土地開発区域の敷地境界から３０メートルまでの距離の場所に

存する土地又は建築物等の所有者又は居住者  

３  大規模土地開発行為者は、前項の説明会を開催するときは、当該説

明会の開催の日の７日前までに、規則で定めるところにより、市長及

び近隣住民等にその旨を通知しなければならない。  

４  大規模土地開発行為者は、第２項の説明会を開催したときは、開催

日の翌日から起算して７日以内に、規則で定めるところにより、当該

説明会の開催結果を市長に報告しなければならない。  

５  市長は、前項の規定による報告があったときは、速やかにその旨を

公告するとともに、当該報告の内容を当該公告の日から１４日間公衆

の縦覧に供しなければならない。  

 （大規模土地開発行為に関する意見書の提出）  

第 ３ ２条  前 条 第 ５ 項 の規 定 に よ る 公 告 があ っ た と き は 、 近隣 住 民 等

（第５２条の規定により前条第２項の説明会の対象となる地区街づく

り 組 織 を 含 む 。 第 ３ ４ 条 及 び 第 ４ ４ 条 か ら 第 ４ ６ 条 ま で に お い て 同

じ。）は、前条第１項の縦覧の期間満了の日までに、当該縦覧に供さ

れた大規模土地開発構想について、市長に、意見書を提出することが

できる。  

２  市長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、同項に規定

する期間満了後、速やかに、当該意見書の写しを大規模土地開発行為

者に送付しなければならない。  

 （大規模土地開発構想に関する意見書に対する見解書の提出）  

第３３条  大規模土地開発行為者は、前条第２項の規定により意見書の



写しの送付を受けたときは、その日から１４日以内に当該意見書に対

する見解書を市長に提出しなければならない。この場合において、大

規模土地開発構想又は街づくり計画書に変更があるときは、当該変更

に係る大規模土地開発構想又は街づくり計画書を添付しなければなら

ない。  

２  市長は、前項の規定により見解書が提出されたときは、速やかにそ

の旨を公告するとともに、当該見解書及び意見書並びに大規模土地開 

発構想又は街づくり計画書（変更があるときは、当該変更に係る大規 

模 土 地 開 発 構 想 又 は 街 づ く り 計 画 書 を 含 む 。 ） を 当 該 公 告 の 日 か ら 

１４日間公衆の縦覧に供しなければならない。  

 （大規模土地開発構想に係る調停）  

第３４条  大規模土地開発行為者及び近隣住民等は、前２条の規定によ

り提出された意見書又は見解書に不服があるときは、前条第２項の縦

覧の期間満了の日までに、市長に調停を申し出ることができる。  

２  市長は、前項の規定による申出を受けたときは、次条の流山市街づ

くり委員会に調停を求めることができる。  

   第６章  流山市街づくり委員会  

 （流山市街づくり委員会）  

第３５条  この条例の目的を達成するため、流山市街づくり委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。  

 （委員会の所掌事務）  

第３６条  委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。  

（１）街づくり提案に意見を述べること。  

（２）地区街づくり組織の認定及び認定の取消しに意見を述べること。  

（３）地区街づくり計画に意見を述べること。  

（４）大規模土地取引行為に意見を述べること。  

（５）大規模土地開発構想に係る調停に関すること。  

（６）市長の求めに応じ、市の街づくりに関して市長に意見を述べるこ

と。  

 （委員会の組織）  

第３７条  委員会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が任命

し、その人数は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

（１）学識経験を有する者  ４人以内  



（２）公募による市民  ３人以内  

（３）市長が職員のうちから選出する者  ３人以内  

２  特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、委員会に臨時

委員を置くことができる。  

３  専門の事項を調査させるため必要があるときは、委員会に専門委員

を置くことができる。  

４  臨時委員及び専門委員は、学識経験を有する者その他市長が必要と

認める者のうちから、市長が任命する。  

 （委員の任期）  

第３８条  委員会の委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員を

生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

２  委員は、再任されることができる。  

３  臨時委員及び専門委員の任期は、当該専門の事項に関する調査審議

期間とする。  

 （委員長及び副委員長）  

第３９条  委員会に、委員長及び副委員長各１人を置く。  

２  委員長及び副委員長は、第３７条第１項第１号に規定する委員のう

ちからそれぞれ委員の互選により定める。  

３  委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。  

４  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職

務を代理する。  

 (会議 ) 

第４０条  委員会は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。  

２  委員会は、委員（議事に関係のある臨時委員を含む。）の２分の１

以上の出席がなければ会議を開くことができない。  

３  委員 会 の 議 事 は 、 出席 し た 委 員 （ 議 事に 関 係 の あ る 臨 時委 員 を 含

む。）の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。  

 （部会 ) 

第４１条  委員会に審査部会及び調停部会を置く。  

２  委員会に求められた事項は、必要に応じて部会において処理させる

ことができる。  

３  部会の委員は、委員会の委員、臨時委員及び専門委員のうちから３



人以上をもって組織する。  

４  部会は、部会が終了したときは、速やかにその結果を委員長に報告

するものとする。  

５  審査部会の所掌事務は、第３６条第４号に掲げる事項とする。  

６  調停部会の所掌事務は、第３６条第５号に掲げる事項とする。  

 （部会長）  

第４２条  部会に部会長及び副部会長各１人を置く。  

２  部会 長 及 び 副 部 会 長は 、 部 会 の 委 員 （臨 時 委 員 及 び 専 門委 員 を 除

く。）のうちからそれぞれ部会の委員の互選により定める。  

３  部会長は、部会を代表し、会務を総理する。  

４  副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職

務を代理する。  

 (部会の会議 ) 

第４３条  第４０条の規定は、部会の会議について準用する。この場合

において、同条中「委員会」とあるのは「部会」と、「委員長」とあ

るのは「部会長」と、「委員（」とあるのは「部会の委員（」と読み

替えるものとする。  

 （意見の聴取）  

第４４条  委員会又は第４１条第２項の規定により処理を委任された調

停部会は、第３４条第２項の規定により市長から求められた調停のた

め必要があると認めるときは、近隣住民等又は大規模土地開発行為者

に対し、会議に出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は資料

の提出を求めることができる。  

 （調停案受諾の勧告）  

第４５条  委員会又は第４１条第２項の規定により処理を委任された調

停部会は、必要に応じ、第３４条第２項の規定により市長から求めら

れた調停に係る調停案を作成し、近隣住民等又は大規模土地開発行為

者に対し、期限を定めてその受諾を勧告することができる。  

 （調停の打切り）  

第４６条  委員会又は第４１条第２項の規定により処理を委任された調

停部会は、近隣住民等又は大規模土地開発行為者に合意が成立する見

込みがないと認めるときは、調停を打ち切ることができる。  

２  前条の規定による勧告がされた場合において、指定された期限内に



近隣住民等又は大規模土地開発行為者の双方から受諾する旨の申出が

なかったときは、調停は打ち切られたものとみなす。  

 （公開）  

第４７条  委員会の会議は、公開とする。ただし、委員会の議決があっ

たときはこれを非公開とすることができる。  

２  部会の会議は、非公開とする。  

 （会議の運営等）  

第４８条  委員長は、この条例で定めるもののほか、委員会の会議の議

事及び運営等に関し必要な事項を定めることができる。  

２  部会長は、この条例で定めるもののほか、部会の会議の議事及び運

営等に関し必要な事項を定めることができる。  

 （庶務 ) 

第４９条  委員会及び部会の庶務は、都市計画を主管する課において処

理する。  

   第７章  雑則  

 （地区街づくり組織への助成）  

第５０条  市長は、地区街づくり組織が地区街づくり計画の原案を作成

するための経費を助成することができる。  

 （技術的支援等）  

第５１条  市長は、市民等の自主的な街づくりに関する活動を支援する

必要があると認めるときは、地区街づくり組織その他街づくりに関し

て自主的な活動を行うものに対し、街づくりに関する情報の提供、技

術的な支援等を行うものとする。  

 （説明会対象の付加）  

第５２条  第１０条第１項の地区街づくり組織（第１３条の規定により

地区街づくり計画の認定を受けていないものに限る。）の当該地区街

づくり計画の対象となる区域の全部又は一部において、大規模土地開

発行為を行おうとする者は、第３１条第２項の説明会を開催するに当

たり地区街づくり組織を説明会の対象に加えなければならない。  

 （適用除外 ) 

第５３条  次に掲げる土地開発行為については、第５章の規定は、適用

しない。  

（１）都市計画法に基づく都市計画事業  



（２）国又は地方公共団体が行う土地開発行為で、この条例に定める基

準を尊重して行われると市長が認めるもの  

（３）建築基準法第８５条第５項の適用を受けた仮設建築物の建築  

（４）災害のため必要な応急措置として行われる土地開発行為  

（５）通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で規則で定めるもの  

 （地位の承継）  

第５４条  この条例の規定に基づく届出行為について相続人その他の一

般承継人は、被承継人が有していたその地位を承継する。  

２  土地開発行為者から土地開発区域の土地の所有権その他事業の施行

に必要な権原を取得した者は、市長の承認を受けてその地位を承継す

ることができる。  

３  第１項の規定により土地開発行為者の地位を承継した者は、遅滞な

く、その旨を規則で定めるところにより市長に届け出なければならな

い。  

 （勧告）  

第５５条  市長は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者に対

し、期限を定めて、必要な措置をとるべきことを勧告することができ

る。  

（１）第１５条第 1 項、第２６条第１項、第２７条第２項又は第２８条

第１項若しくは第４項の規定に反してこれらの規定による届出を行

わない者  

（２）第２７条第１項又は第２８条第３項の規定に反してこれらの規定

による標識の設置を行わない者  

（３）第３１条第２項の規定に反して同項の説明会を開催しない者  

（４）第３１条第４項の規定に反して同項の規定による報告をしない者  

（５）第３３条第１項の規定に反して同項の規定による見解書を提出し

ない者  

 （公表）  

第５６条  市長は、次の各号のいずれかに該当する土地開発行為者の氏

名又は名称、勧告の内容その他必要な事項を規則で定めるところによ

り、公表することができる。  

（１）第１５条第５項の規定による勧告に従わないで土地開発行為を行

おうとする者  



（２）第４５条の規定による勧告に従わない大規模土地開発行為者  

（３）前条の規定による勧告に従わない土地開発行為者  

２  市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ

当該土地開発行為者にその理由を通知し、意見を述べる機会を与えな

ければならない。  

 （過料）  

第５７条  市長は、第５５条の規定による勧告に従わない者に対して５

万円以下の過料を科する。  

 （委任）  

第５８条  この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成２４年１０月１日から施行する。  

 （条例の廃止）  

２  次に掲げる条例は、廃止する。  

（１）流山市建築協定条例（昭和４８年流山市条例第４６号）  

（２）流山市地区計画等の案の作成手続に関する条例（平成２年流山市

条例第１４号）  

 （流山市建築協定条例の廃止に伴う経過措置）  

３  前項第１号の規定による廃止前の流山市建築協定条例の規定に基づ

き締結された建築協定及び 建築協定をすることができる区域の告示

 （流山市地区計画等の案の作成手続に関する条例の廃止に伴う経過措

置）  

は、この条例の相当規定により締結された建築協定及び告示とみなす。  

４  附則第２項第２号の規定による廃止前の流山市地区計画等の案の作

成手続に関する条例の規定によりなされた公告及び提出された意見書

は、この条例の相当規定によりなされた公告及び意見書とみなす。  

 （適用区分）  

５  第５章第１節の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に契約される大規模土地取引行為について適用し、同日前

に契約された大規模土地取引行為については、なお従前の例による。  

６  第５章第２節の規定は、施行日以後に着手する大規模土地開発行為

（この条例の施行の際、開発条例第６条第１項の規定による届出に係



る届出書又は開発条例第１０条第１項の規定による協議に係る協議書

が提出されている大規模土地開発行為（以下「手続済大規模土地開発

行為」という。）を除く。）について適用し、同日前に着手する大規模

土地開発行為及び手続済大規模土地開発行為については、なお従前の

例による。  



議案第  ２６  号  

 

 

 流山市景観条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市景観条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２４年２月１６日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律により景観法の一部が改正さ

れたことから、所要の改正を行うためである。  



   流山市景観条例の一部を改正する条例  

 流山市景観条例（平成１９年流山市条例第４８号）の一部を次のよう

に改正する。  

 第１１条中「、届出」を「、景観計画に法第８条第３項に規定する景

観計画区域における良好な景観の形成に関する方針が定められている場

合においては、届出」に改める。  

 第１２条中「法第８条第２項第２号に規定する景観計画区域における

良好な景観の形成に関する」を「同条の」に改める。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  



議案第  ２７  号  

 

 

   流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例の制定について  

 流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  平成２４年２月１６日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  新たに都市計画決定された地区計画の区域について、建築基

準法第６８条の２第１項の規定により、建築物の敷地等に関し

て制限を行うためである。  



   流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一

部を改正する条例  

 流山市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成１６

年流山市条例第３７号）の一部を次のように改正する。  

 第１５条第３項中「第５２条第６項」を「第５２条第７項」に改める。  

 別表第１に次のように加える。  

宮園地区地区整備

計画区域  

都 市 計 画 法 第 ２ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 告

示された宮園地区地区計画の区域のうち、地

区整備計画が定められている区域  

 別表第２に次のように加える。  

宮園地区地区整

備計画区域  

戸建住宅地区  （１）共同住宅及び長屋で、

３戸以上のもの  

（２）寄宿舎又は下宿  

（３）公衆浴場  

（４）畜舎  

住宅地区  （１）共同住宅で、住戸の

床面積が５５平方メー

トル未満のもの  

（２）長屋で３戸以上のも

の。ただし、各戸の床

面積が５５平方メート

ル以上の場合は、この

限りでない。  

（３）寄宿舎又は下宿  

（４）自動車車庫（住宅に

附属するものは除く。） 

（５）公衆浴場  

（６）畜舎  

 別表第４に次のように加える。  

宮園地区地区整備

計画区域  

戸建住宅地区  

住宅地区  

１３５平方メートル  

 別表第５星和江戸川台地区地区整備計画区域の項及び南柏本州団地地

区地区整備計画区域の項から松ケ丘地区地区整備計画区域の項まで中



「外壁又はこれに代わる柱」を「外壁等」に改め、同項の次に次のよう

に加える。  

宮園地区地区整備

計画区域  

戸建住宅地区  

住宅地区  

建築物の外壁等の面

から前面道路の境界線

までの距離は、１メー

トル以上とする。ただ

し、次の各号のいずれ

かに該当する建築物又

は建築物の部分につい

ては、この限りでない。 

（１）外壁等の中心線

の長さの合計が３

メートル以下であ

る建築物の部分  

（２）出窓で、床面か

らの高さが３０セ

ンチメートル以上

で、かつ、周囲の

外壁からの水平距

離が５０センチメ

ートル以下のもの

で、見付面積の２

分の１以上が窓で

あること  

（３）車庫等で、高さ

が３メートル以下

で、かつ、床面積

の合計が３０平方

メートル以下のも

の  

（４）物置等で、軒の

高さが２．３メー

トル以下で、かつ、 



  床面積の合計が５

平方メートル以下

のもの  

 別表第６に次のように加える  

宮園地区地区整備

計画区域  

住宅地区  １２メートル  

   附  則  

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  



 

議案第  ２８  号  

 

 

   流山市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

の制定について  

 流山市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別

紙のとおり制定する。  

  平成２４年２月１６日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律により公営住宅法の一部が改

正され、入居資格要件としての同居親族を要することが法定要

件とされなくなることに伴い、所要の改正を行うためである。  



 

   流山市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例  

流山市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年流山市条例第２

４号）の一部を次のように改正する。  

第７条中「次に掲げる条件」を「次の各号」に改め、「として政令第

６条第１項で定める者」を削り、「の条件）」を「、被災市街地復興特

別措置法（平成７年法律第１４号）第２１条の規定により法第２３条各

号に掲げる条件を具備するとみなされる者にあっては第４号及び第５号）

に掲げる条件」に改め、同条第３号ア中「政令第６条第４項で定める場

合  政令第６条第５項第１号に規定する金額」を「次のいずれかに該当

する場合  ２１４，０００円」に改め、同号アに次のように加える。  

（ア）入居者又は同居者に次項第２号から第４号まで並びに同項

第６号及び第７号のいずれかに該当する者がある場合  

（イ）入居者が６０歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれも

が６０歳以上又は１８歳未満の者である場合  

（ウ）同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合  

第 ７ 条 第 ３ 号 イ 中 「 政 令 第 ６ 条 第 ５ 項 第 ２ 号 に 規 定 す る 金 額 」 を 

「 ２ １ ４ ， ０ ０ ０ 円 （ 当 該 災 害 発 生 の 日 か ら ３ 年 を 経 過 し た 後 は 、 

１５８，０００円）」に改め、同号ウ中「政令第６条第５項第３号に規

定する金額」を「１５８，０００円」に改め、同条に次の２項を加える。  

２  前項に規定する老人、身体障害者その他の特に居住の安定を図る必

要がある者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、身

体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、

居宅においてこれを受けることができず、又は受けることが困難であ

ると認められる者を除く。  

（１）６０歳以上の者  

（２）障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定す

る障害者でその障害の程度がアからウまでに掲げる障害の種類に応

じ、それぞれアからウまでに定める程度であるもの  

ア  身体障害  身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第

１５号）別表第５号の１級から４級までのいずれかに該当する程

度  

イ  精神障害（知的障害を除く。以下同じ。）  精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第



 

６条第３項に規定する１級から３級までのいずれかに該当する程

度  

ウ  知的障害  イに規定する精神障害の程度に相当する程度  

（３）戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第２条第１項

に規定する戦傷病者でその障害の程度が恩給法（大正１２年法律第

４８号）別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は同法別

表第１号表ノ３の第１款症であるもの  

（４）原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７

号）第１１条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている

者  

（５）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定す

る被保護者又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後

の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第１

項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成

１９年法律第１２７号）附則第４条第１項に規定する支援給付を含

む。）を受けている者  

（６）海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過

していないもの  

（７）ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律

（平成１３年法律第６３号）第２条に規定するハンセン病療養所入

所者等  

（８）配 偶 者 か ら の 暴 力 の 防 止 及 び 被 害 者 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成

１３年法律第３１号。以下この号において「配偶者暴力防止等法」

という。）第１条第２項に規定する被害者でア又はイのいずれかに

該当するもの  

ア  配偶者暴力防止等法第３条第３項第３号の規定による一時保護

又は配偶者暴力防止等法第５条の規定による保護が終了した日か

ら起算して５年を経過していない者  

イ  配偶者暴力防止等法第１０条第１項の規定により裁判所がした

命令の申立てを行った者で当該命令がその効力を生じた日から起

算して５年を経過していないもの  

３  市長は、入居の申込みをした者が前項ただし書に規定する者に該当



 

するかどうかを判断しようとする場合において必要があると認めると

きは、当該職員をして、当該入居の申込みをした者に面接させ、その

心身の状況、受けることができる介護の内容その他必要な事項につい

て調査させることができる。  

第８条第１項中「前条各号」を「前条第１項各号」に改め、同条第２

項中「前条第３号イ」を「前条第１項第３号イ」に、「同条各号」を「同

項各号」に、「同条第１号」を「同項第１号」に改め、同条第３項を削

る。  

第１６条第２項を次のように改める。  

２  前項の規定による収入の申告は、次に掲げる事項を記載した書面を

提出して行わなければならない。  

（１）当該入居者に係る収入  

（２）当該入居者又は同居者が第７条第１項第３号ア（ア）から（ウ）

までのいずれかに該当する場合には、その旨  

第１６条中第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第２項の次に

次の１項を加える。  

３  入居者は、当該入居者及び同居者の政令第１条第３号に規定する所

得金額を証する書類のほか、次の各号のいずれかに該当する場合にあ

っては、それぞれ当該各号に規定する書類を、前項の規定により提出

する書面に添付し、又は当該書面の提出の際に提示しなければならな

い。  

（１）政令第１条第３号イからホまでに規定する額を控除する場合  当

該控除の対象者に該当する旨を証する書類  

（２）前項第２号に該当する場合  当該入居者又は同居者が第７条第１

項第３号ア（ア）から（ウ）までのいずれかに該当する旨を証する

書類  

第２９条第１項中「第１６条第３項」を「第１６条第４項」に、「第

７条第３号」を「第７条第１項第３号」に改め、同条第２項中「第１６

条第３項」を「第１６条第４項」に改める。  

第５９条第１項中「第７条第５号」を「第７条第１項第５号」に改め

る。  

附  則  

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  



議案第  ２９  号  
 
 
   流山市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について  
 流山市火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  
  平成２４年２月１６日提出  
                 流山市長   井  崎  義  治    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由  危険物の規制に関する政令の一部改正により、炭酸ナトリウ

ム過酸化水素付加物が危険物に指定されたことに伴い、当該危

険物を貯蔵し、又は取り扱う場所について所要の特例措置を設

けるためである。  



   流山市火災予防条例の一部を改正する条例  

 流山市火災予防条例（昭和３７年流山市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。  

 附則に次の４項を加える。  

２  危険物の規制に関する政令の一部を改正する政令（平成２３年政令

第４０５号。以下附則第５項において「改正政令」という。）による危

険物の規制に関する政令第１条第１項の規定の改正により、新たに指

定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、又は取り扱う

場所となるもの（以下この項から第４項までにおいて「新規対象」と

いう。）のうち、第３１条の２第２項第９号に定める基準に適合しない

ものの位置、構造及び設備に係る技術上の基準については、同号の規

定は、当該新規対象が次に掲げる基準の全てに適合している場合に限

り、適用しない。  

（１）当該新規対象の危険物を取り扱う配管は、その設置される条件及

び使用される状況に照らして、十分な強度を有し、かつ、漏れない

構造であること。  

（２）当該新規対象に係る危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれ

ぞれ除した商の和が、平成２４年７月１日において現に貯蔵し、又

は取り扱っている危険物の数量を当該危険物の指定数量でそれぞ

れ除した商の和を超えないこと。  

３  新規対象のうち、第３１条の２第１項第１６号イに定める基準に適

合しないものの貯蔵及び取扱いに係る技術上の基準については、同号

の規定は、平成２５年１２月３１日までの間は、適用しない。  

４  新 規 対 象 の う ち 、 第 ３ １ 条 の ２ 第 ２ 項 第 １ 号 か ら 第 ８ 号 ま で 、 第 

３１条の３の２（第３号を除く。）又は第３１条の４第２項（第１号、

第１０号及び第１１号を除く。）に定める基準に適合しないものの位置、

構造及び設備に係る技術上の基準については、これらの規定は、当該

新規対象が附則第２項第２号に掲げる基準に適合している場合に限り、

平成２５年６月３０日までの間は、適用しない。  

５  改正政令による危険物の規制に関する政令第１条第１項の規定の改

正により新たに指定数量の５分の１以上（個人の住居で貯蔵し、又は

取り扱う場合にあっては、指定数量の２分の１以上）指定数量未満の

危 険 物 を 貯 蔵 し 、 又 は 取 り 扱 う こ と と な る 者 は 、 平 成 ２ ４ 年 １ ２ 月 



３１日までにその旨を消防長又は消防署長に届け出なければならない。 

   附  則  
 この条例は、平成２４年７月１日から施行する。  
 



議案第  ３０  号  
 
 

流山市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制

定について  
 流山市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定する。  
  平成２４年２月１６日提出  
                 流山市長   井  崎  義  治    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提案理由  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた

めの関係法律の整備に関する法律により地方公営企業法が改

正され、公営企業における資本制度が見直されたことに伴い、

利益及び資本剰余金の処分等について定めるためである。  



流山市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例  
 流山市水道事業の設置等に関する条例（昭和４３年流山市条例第１９

号）の一部を次のように改正する。  
 第７条の次に次の２条を加える。  

（利益処分の方法及び積立金の取崩し）  
第８条  水道事業は、毎事業年度利益を生じた場合において前事業年度

から繰り越した欠損金があるときは、当該利益をもってその欠損金を

埋め、なお残額（以下この条において「補填残額」という。）がある

ときは、補填残額の２０分の１を下らない額を減債積立金又は建設改

良積立金として積み立て、残余の額を利益積立金に積み立てる。  
２  前項に規定する積立金は、次の各号に定める目的のために積み立て

るものとし、当該各号に定める目的以外の使途には使用することがで

きない。  
（１）減債積立金  企業債の償還に充てる目的  
（２）建設改良積立金  建設改良工事に充てる目的  
（３）利益積立金  欠損金を埋める目的  
３  前項の規定にかかわらず、あらかじめ、議会の議決を得た場合にお

いては、前項各号に掲げる積立金の区分に応じ、当該各号に定める目

的以外の使途に使用することができる。  
 （資本剰余金）  
第９条  毎事業年度生じた資本剰余金は、その源泉別に当該内容を示す

名称を附した科目に積み立てなければならない。  
２  資本剰余金は、利益積立金をもって欠損金を埋めても、なお欠損金

に残額があるときに、当該残額に相当する額を取り崩して処分するこ

とができる。  
３  前項の規定により資本剰余金を処分した場合において、その処分し

た後の額の２０分の１の額を資本金に組み入れることができる。  
４  資本剰余金に整理すべき資本的支出に充てるために交付された補助

金、負担金その他これらに類する金銭又は物件（以下「補助金等」と

いう。）をもって取得した資産で、当該資産の取得に要した価額から

その取得のために充てた補助金等の金額に相当する金額（物件にあっ

ては、その適正な見積価額をいう。）を控除した金額を帳簿原価又は

帳簿価額とみなして減価償却を行うもののうち、減価償却を行わなか



った部分に相当するものが滅失し、又はこれを譲渡し、撤去し、若し

くは廃棄した場合において、損失を生じたときは、当該資本剰余金を

取り崩して当該損失を埋めることができる。  
附  則  

 （施行期日）  
１  この条例は、平成２４年４月１日から施行する。  
 （適用区分）  
２  この条例による改正後の流山市水道事業の設置等に関する条例第８

条及び第９条の規定は、平成２３年度以後の水道事業会計予算の決算

に係る利益及び資本剰余金について適用し、平成２２年度以前の水道

事業会計予算の決算に係る利益及び資本剰余金については、なお従前

の例による。  



議案第  ３１  号  

 

 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、別

紙路線を市道に認定するものとする。  

  平成２４年２月１６日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

  

 



整理 起　　　　　　点 重要な
番号 終　　　　　　点 経過地

江戸川台西２丁目１番
同　　　　　　所同番
江戸川台西２丁目５７番
同　　　　　　所４番１
江戸川台西２丁目４番１
同　　　　　　所４４番

４ ０６０４４ 中野久木区画４４号線 中野久木字谷頭５５９番４

２ ０９０２８  江戸川台西２丁目区画２８号線

路線番号 路　　　線　　　名

１ ０９０２７ 江戸川台西２丁目区画２７号線

３ ０９５０２ 江戸川台駅２号歩行者専用道路





議案第  ３２  号  

 

 

   市道路線の廃止について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、

別紙市道路線を廃止するものとする。  

  平成２４年２月１６日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 



整理 起　　　　　　点 重要な
番号 終　　　　　　点 経過地

江戸川台西２丁目３番１
同　　　　　　所同番
江戸川台西２丁目５７番
同　　　　　　所４番１

４ ０６０４４中野久木区画４４号線 中野久木字谷頭５５９番４

２ ０９０１５江戸川台西２丁目区画１５号線

路線番号 路　　　線　　　名

１ ０９００１江戸川台西２丁目区画１号線





報告第  １  号  

 

 

専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  平成２４年２月１６日報告  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  市道上における物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定

について専決処分したので、報告するためである。  

 

 



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  平成２３年１１月２２日  

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  事 故 名  市道上の陥没箇所に相手方の自家用車の右側後  

           輪が落ちたことによる車両の物損事故  

２  事故発生年月 日  平成２３年７月８日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市○○○○○○○○○○○○  

４  事 故 の 相 手 方  流山市○○○○○○○○○○○○  

           ○○○○○○  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月 日  平成２３年１１月２２日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の被害額３２，４２５円のうち、全額を  

           を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ３２，４２５円  

 



報告第  ２  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

平成２４年２月１６日報告  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  平成２３年９月２１日の台風１５号の来襲により市営住宅平

方団地の屋根が飛散し、相手方の建物等を損傷させた物損事故

に係る和解及び損害賠償の額の決定について専決処分したので、

報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

平成２３年１１月２９日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 故 名  台風１５号の来襲時に市営住宅平方団地の屋根  

が飛散し、相手方の建物等を損傷させた物損事  

故  

２  事故発生年月 日  平成２３年９月２１日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市○○○○○○○○○○○○  

４  事 故 の 相 手 方  流山市○○○○○○○○○○○○  

○○○○○○  

５  解 決 方 法  和解による  

６  和解成立年月 日  平成２３年１１月２９日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の被害額４６２，７５０円のうち、全額  

           を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ４６２，７５０円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

平成２３年１２月６日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 故 名  台風１５号の来襲時に市営住宅平方団地の屋根  

が飛散し、相手方の建物等を損傷させた物損事  

故  

２  事故発生年月 日  平成２３年９月２１日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市○○○○○○○○○○○○  

４  事 故 の 相 手 方  流山市○○○○○○○○○○○○  

○○○○○○  

５  解 決 方 法  和解による  

６  和解成立年月 日  平成２３年１２月６日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の被害額７１９，７９６円のうち、全額  

           を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ７１９，７９６円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

平成２３年１２月６日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 故 名  台風１５号の来襲時に市営住宅平方団地の屋根  

が飛散し、相手方の建物等を損傷させた物損事  

           故  

２  事故発生年月 日  平成２３年９月２１日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市○○○○○○○○○○○○  

４  事 故 の 相 手 方  流山市○○○○○○○○○○○○  

○○○○○○  

５  解 決 方 法  和解による  

６  和解成立年月 日  平成２３年１２月６日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の被害額９９０，０００円のうち、全額  

を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ９９０，０００円  



報告第  ３  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

平成２４年２月１６日報告  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  公用車における物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定

について専決処分したので、報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  平成２３年１２月２２日  

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  事 故 名  公用車が相手方の井戸水の引き上げ用のパイプ  

に接触したことによる物損事故  

２  事 故 発 生 月 日  平成２３年１０月６日  

３  事 故 発 生 場 所  流山市○○○○○○○○○○○○  

４  事 故 の 相 手 方  流山市○○○○○○○○○○○○  

           ○○○○○  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月 日  平成２３年１２月２２日  

７  和 解 の 要 旨  相手の損害額７８，４８７円のうち、全額を市  

が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ７８，４８７円   

 



報告第  ４  号  
 
 
   専決処分の報告について  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  
平成２４年２月１６日報告  

                 流山市長   井  崎  義  治    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
報告理由  公用車（市が賃借している自動車）による物損事故に係る和

解及び損害賠償の額の決定について専決処分したので、報告す

るためである。  



専  決  処  分  書  
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  
平成２４年１月２５日  

流山市長   井  崎  義  治    
 

記  
 
１  事   故   名  公用車（市が賃借している自動車）を後進させ

たところ市立博物館の公用車駐車場にある柱に

衝突したことによる物損事故  
２  事故発生年月日  平成２３年８月５日  
３  事 故 発 生 場 所  流山市加一丁目１２２５番６地先  

 流山市立博物館公用車駐車場  
４  事 故 の 相 手 方  所有者  東京都港区芝浦一丁目２番１号  
               日本カーソリューションズ株式会社  
５  解 決 方 法  和解による。  
６  和解成立年月日  平成２４年１月２５日  
７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額２１６，３３１円のうち、全額  

を市が負担する。  
８  損 害 賠 償 額  ２１６，３３１円  
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